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要旨

産官学連携政策の成果により、多くの大学が特許出願の仕組みを構築し、研究者も研究成果の発表
時に特許出願を強く意識するようになりつつある。⼀⽅で実際に実⽤化に⾄る研究成果は数少ない。
この背景にはベンチャーキャピタルの資⾦量や、目利き⼈材の不⾜が叫ばれているが、大学から出て

くる知財そのものが事業化にそぐわないケースも多く⾒られる。

発表者は産学連携担当URAとして企画段階から共同研究に携わる機会を得た。この案件ではA-
STEPなどの初期の研究費から共同研究、事業化に至るストーリーを検討した上で、今後の共同研究
の核となる特許の形、その後の開発計画（ビジネスプラン）について知財専門家、URAがチームを組
んで研究者と外部企業との連携をサポートしている。

１．ライセンス/ベンチャーによる事業化活動の理想と現実１．ライセンス/ベンチャーによる事業化活動の理想と現実
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基礎研究＝実用化されない研究ではない！
基礎研究は企業ニーズよりさらに先の、社会のニーズを満たす事ができる！

成果を社会に還元するには、当初からストーリーを準備する必要がある！

２．現実と理想のギャップの認識と埋める２．現実と理想のギャップの認識と埋める

企業ニーズの調
査や先⾏技術調

査を⾏って研究
企画をすること
は殆ど無い。

ステージが進むほど、課題は蓄積して解消は困難になる

最初に社会のニーズを反映することで軌道修正

６．産学連携に向けた

研究企画コンサルテーションフロー

案件の案件の
発掘

• 研究者からの具体的な相談

• 科研費申請書作成支援などからURAによる事業化の提案

• 企業からの共同研究依頼

確認

• 研究者の思い描く「実⽤化」の認識の確認

• 表面に出てきていない研究者の「真のニーズ」の確認

• 社会的な課題解決に合致していることの確認

マイルスマイルス
トン設定

• 設定した実用化のゴール（製造販売、サービス）から逆算したマイルストンの設定

• マイルストンに則した資⾦計画の樹⽴と、特許戦略の樹⽴

特許戦略

• 基礎研究の研究計画にあわせて特許の実施例を積み重ね

• 必要に応じてデータ取得のための研究費獲得支援

• 学内外共同研究者の紹介（大学単願を目指す！）

共同研究共同研究
マネジメ
ント

• 特許を確保した上での企業との共同研究のマネジメント

• 新たな特許取得と活⽤を意識した共同研究の枠組みの樹⽴

７．研究企画コンサルテーション実施例

案件の案件の
発掘

• 研究者が研究用ツールの共同開発企業を求めて、商工会議所主催の商談会でプレゼン

• 共同研究希望企業よりURAに協⼒依頼

確認

• 研究者の持つ実用化コンセプトと最終製品像を確認（⾼い解像度を持つイメージング装置とソフトウエア）

• 別の疾患への応用の可能性を確認

• 専門医の⾼度な診断技術の⾃動化というニーズを確認

マイルスマイルス
トン設定

• 各種イメージング技術の比較検討と協業メーカーを比較。最短で実施可能なマイルストンを設定。

• 研究者独自の知財の確保優先と、その後の共同研究による資⾦導⼊計画を⽴案。

特許戦略

• 学内共同研究者１との実施例のためのデータ取得

• 学内共同研究者２を発掘、紹介（同時に資⾦的問題も解決！）

共同研究共同研究
マネジメ
ント

• 特許を確保した上での企業との共同研究のマネジメント

• 新たなアイデアによる研究の創出

３．案件選びのポイントは？

指標

1. 具体的な製品、サービス像が⾒えて
いる。

2. アカデミアでプロトタイプの実績が
ある（作ることができる）。

3. 特許出願のめどが⽴つ。

4. 製造技術、販売などのパートナー候
補がいる。

上記１〜４のうち、３つを満たしている
こと。更に必須条件として、

社会的な課題解決を目指していること！

満たしていない場合の対応

1. 社会のニーズを探索し、市場の存在
する製品、サービスを共に考える。

2. プロトタイプの作製支援。

3. 企業が使いやすい特許出願支援（望
ましくは単願）。

4. 早期から対象となる領域の企業と関
係を築いておく。

5. 経験を持つ事業化支援 チームによ
る支援。

４．視点、分野によって求められるニーズは異なる
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医療分野ではニーズにあわせてシーズが⽣み出されているので、

実用化に向けたコーディネーションの進め⽅が異なる。
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５．企業ニーズに合わせたライセンスにはタイミングが重要

ベンチャーの
起業であれば、
技術に合わせた
ビジネモデルを作
り出すので、

フォーカスは拡が
る！


